
入 札 公 告（再公告）

次のとおり一般競争入札することを公告する。

令和元年５月２７日

国立研究開発法人森林研究・整備機構

森林総合研究所林木育種センター東北育種場長 田中 直哉

１ 業務概要

（１） 業 務 名 種穂増殖温室改修工事設計業務

（２） 業務場所 山形県東根市神町南２丁目１番１号

（３） 業務概要 仕様書のとおり

（４） 履行期限 契約締結日から令和元年８月１６日まで

（５） 入札方法 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８

パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格

（１）国立研究開発法人森林研究・整備機構契約事務取扱規程第７条及び第８条に該当し

ない者であること。

（２）平成３１・３２年度国立研究開発法人森林研究・整備機構（森林整備センターを含

まない）・農林水産省大臣官房予算課競争参加業種区分「建築士事務所」の「Ａ」～「Ｃ」

のいずれかの等級に認定されている者であること。

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は、民事再生法に

基づき再生手続開始の申し立てがなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の

決定後、一般競争（指名競争）参加資格の再認定を受けた者を除く）でないこと。

（４）管理技術者、担当主任技術者及び担当技術者は、仕様書に示す資格を有する者を配

置できること。

（５）農林水産省及び国立研究開発法人森林研究・整備機構から指名停止を受けている期

間中でないこと。

（６）以下に定める届出の義務を履行していない業者（当該届出の義務がない者を除く。）

でないこと。

・健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定にによる届出の義務

・厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

・雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

（７）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる者と

して、農林水産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でな

いこと。

（８）暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団準構成員、暴力団関連企業、総会屋等、社

会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力団等の反社会的勢力に該当せず、かつ、将来にわ

たっても反社会的勢力に該当しないこと。

（９）入札関係書類の交付を受けた者であること。

３ 入札手続等

（１）契約条項及び契約事務取扱規程を示す場所

ア 〒０２０－０６２１ 岩手県滝沢市大崎９５番地



国立研究開発法人森林研究・整備機構

森林総合研究所林木育種センター東北育種場

連絡調整課庶務係 TEL019-688-4518 FAX019-694-1715
イ 〒９９９－３７６１ 山形県東根市神町南２丁目１番１号

国立研究開発法人森林研究・整備機構

森林総合研究所林木育種センター東北育種場奥羽増殖保存園

TEL0237-47-0219 FAX0237-47-0220
（２）入札関係書類の交付方法

本公告の日から令和元年６月１４日（金）までの土曜日、日曜日、祝日を除く９時

から１７時（１２時から１３時までを除く。）まで、上記３（１）ア、イの場所にて交

付する。奥羽増殖保存園にて交付を希望する場合は、事前に当園へ連絡をすること。

なお、入札関係書類の受け取り時、競争参加資格確認通知書の写しを持参すること。

（３）入札の日時及び場所

令和元年６月１８日（火）１１時

東北育種場 会議室

４ 問い合わせ先

〒０２０－０６２１ 岩手県滝沢市大崎９５番地

国立研究開発法人森林研究・整備機構

森林総合研究所林木育種センター東北育種場

連絡調整課庶務係 TEL019-688-4518 FAX019-694-1715

５ その他

（１）入札書及び契約手続に用いる言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

（２）入札保証金 免除

契約保証金 要

（３）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札関係書

類の交付を受けない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった

者の提出した入札書は無効とする。

（４）契約書作成の要否 要

（５）落札者の決定方法 国立研究開発法人森林研究・整備機構契約事務取扱規程第２８

条に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った入札者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、そ

の者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められたと

き、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが

あって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも

って入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。

（６）独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）

に基づき、当研究所と一定の関係を有する法人等と契約をする場合には、当研究所と

の関係に係る情報を当研究所のホームページで公表します。

なお、本件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって、所要の情報の当方への

提供及び情報の公表に同意されたものとみなします。

（７）その他 詳細は入札関係書類による。


